
■受益者負担割合・性質別分類表

３ shinhidaka 2019‐７ ２2019‐７ shinhidaka 　

① 割 増 料 金 ～ 物品の販売、宣伝等の商行為及び興行での入場料徴収など、営利を目的として各施設を使用

する場合には、使用料の20割増（３倍）を徴することとします。

② 免 除 基 準 ～ 使用料の免除基準は、次のいずれかに該当する場合とします。

毅町が主催・共催する行事等で使用する場合

毅町の施策に沿った事業を行うために組織された団体が、その目的のために使用する場合

毅町内の公共的団体、自治会、社会福祉団体が主催する行事等のうち、町が認める場合

毅中学生以下の方が町が認める行事等のために使用する場合や高校生が部活動で使用する場合

　 又は町内の保育所、認定こども園、学校などが保育・教育目的で使用する場合

毅その他公共性や公益性が高い行事等で、免除することが必要であると特に認める場合

③ 減 額 基 準 ～ 減額の基準は50％を基本とし、次のいずれかに該当する場合とします。

毅町内に公共的団体の支部を有する団体が主催する行事等で、減額が必要であると町が認める場合

毅その他公共性や公益性が高い行事等で、減額することが必要であると町が特に認める場合

④ 減 免 措 置 ～ 社会教育活動や社会体育活動の振興を、これまでと同様に推進するため、現行の１回（１区分）

500円での利用については、これまでと同様に継続することとします。ただし、冬期間は暖房

料が生じていることから、相当額として20％を上乗せします。

毅対 象 団 体　➡  社会教育団体、社会体育団体、その他教育委員会が認める団体

毅施 設 等 使 用 料　➡  夏期（５～10月）１区分：500円 ／ 冬期（11～４月）１区分：600円

毅付 属 設 備 使 用 料　➡  ４時間で200円。ただし社会体育施設は半面３時間で200円とします。

⑤ 個人利用料 ～ 施設一般開放等の個人使用についても現行と同様（100円）とし、団体活動と同様に冬期間は

暖房料が生じていることから相当額として20％を上乗せします。ただし、パークゴルフ場、温

水プール、乗馬使用料などは対象外とします。

使用料・手数料の見直し

町では現在、使用料や手数料の見直しについて、町議会議員の皆さまと協議を進めて

います。今回その内容についてお知らせします。

　使用料・手数料は行政サービス（公民館の利用や住民票の発行など）を利用する方からサービスの対価としていた

だくものであり、施設の維持管理経費は利用者の「使用料」で、証明書発行等の事務経費は「手数料」で賄うことが

原則であるため、「負担の公平性」や「適正な負担」など、利益に見合った応分の負担をいただくため見直しを行う

ものです。

１　使用料・手数料見直しの基本的な考え方１　使用料・手数料見直しの基本的な考え方１　使用料・手数料見直しの基本的な考え方

　受益者（利用者）負担の原則とは、公民館の利用や住民票の発行などの行政サービスに必要な費用について、サー

ビスを利用する方に一定の負担を求める考え方です。今回の使用料・手数料の見直しは、この考え方を基本としています。

　現在の使用料・手数料の料金算定の根拠は、他の類似施設を参考にしているなど根拠が曖昧なものが多いため、サー

ビスを行うために必要な経費（コスト）から料金を算定する「原価算定方式」により、明確な料金の設定額を算出し

ました。

（２）算定方法の明確化　

（１）受益者（利用者）負担の原則　

　町の施設は、道路や公園など町民誰もが日常生活に

必要なものから公民館や体育館などのように、特定の

方が利用するものまでさまざまな施設があります。こ

のため、受益者（利用者）負担の原則だけで料金を設

定することはせず、それぞれの性質により、次のとお

り「受益者負担」の割合を設定しました。

■受益者負担の割合

分　　類 説　　明

負担割合（％）

町
受益者

（利用者）

第１分類

道路、河川、公園、小・中
学校など、日常生活を送る
うえで、大半の町民が必要
とするサービスで、行政に
よる提供が必要なもの

100 0

第２分類

社会教育施設や体育施設な
ど、特定の町民が利用する
サービスで、民間ではあま
り提供されていないもの

50 50

第３分類
観光施設や温泉施設、上・
下水道使用料など、特定の
町民が利用するサービス

0 100

（３）受益者負担割合の明確化

　原価算定や受益者（利用者）負担割合により算定された見直し後の料金が大幅に上昇するものは、急激な負担増

を抑制するため、見直し額に上限を設定します。現行料金が1,000円未満のものは1.3倍を上限に、1,000円以上の

ものは1.2倍を上限に設定し、負担の増加を抑制します。

（４）見直し上限額の設定

（５）割増・減免基準の基本事項

　これまで対象としていた公民館などの施設に加え、生活館なども１回500円での利用対象施設として拡充し、社会

教育活動や社会体育活動の振興、地域コミュニティの形成を支援します。

（１）社会教育団体（サークル活動）などの減免措置となる対象施設の拡充　

　公民館やピュアプラザ、生活館など利用しやすさに考慮し、貸し出し単位をこれまでの午前・午後などの「時間区分」

から「１時間単位」に変更します。

（２）施設の貸し出し単位の変更

　受益者（利用者）負担の公平性を確保しながら、施設の運営改善や行政サービスの改善を目指すため、見直しは

原則として４年ごとに実施します。また、人件費や維持管理費が料金算定の基本となるため、業務の見直しや改善

を積極的に行い、行政サービスに必要な経費の削減に努めます。

次号では、これらの見直し内容を反映した使用料・手数料の見直し料金（案）に

ついてお知らせいたします。なお、今回お知らせした内容は、現在、議会と協議

中であり、協議の内容によっては変更があり得ますのでご理解をお願いします。

【問合せ】総務課財政グループ　☎49‐0259（直通 )

【第１分類】

毅町100％、 受益者０％

　（例）道路、河川、公園、小・

　　　中学校、図書館・博物

　　　館など

【第２分類】

毅町50％、 受益者50％

　（例）社会教育施設、体育施

　　　  設（学校の体育施設開

           放を含む）など

【第３分類】

毅町０％、受益者100％

　（例）観光施設、温泉施設、

　　　上・下水道使用料など　　

２　見直し額設定の考え方２　見直し額設定の考え方２　見直し額設定の考え方

３　料金以外の見直し事項３　料金以外の見直し事項３　料金以外の見直し事項

４　定期的な見直しと行政の努力４　定期的な見直しと行政の努力４　定期的な見直しと行政の努力

       使用料 ・ 手数料の見直し


